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:旧学会雑誌j 67巻 5 号 （19?怖 5月） 学 位 授 与 報 告

本論文の構成を説明すると，まず第1 章でロ本のエ 

業化と都市化による地域構造-の変イヒをとりあげる。こ 

れは明治以来の日本経済の傾向の継続ではある力;， 51 

代の問題としては，盒激な技術本新，住民意識の変化, 

東京経済圓を中心とする求心的構造を特徴とする地域 

構造の恋化である。

著者は，この変化の指標の1 つとして人口の勒きを 

観察し，脱農，大都市化，都市問の社会海汰の状態を 

統計的に叙述する。

人口の都市移住の傾向（向都性）を工業化の必然の傾 

向とみる著者は，それを規定する経済的耍因を客観的 

なものと主観的なものとに分けて指摘している。前者 

には，所得水準の上昇，雇用機会の上界，選択滴旧の 

拡大，琼境の使宜が数えられ，後者には，教 志 向 ，

も俄業世學観の衰退，都市の脑力を数えている。

第 2 享は開究の理念を問題とする。日本には北海道 

の拓殖政策以来，各種の地域開発の理念がうたわれて 

きている。著者はそれらを略説し現代の開発现念を 

総合開発または多目的開発に求める。それは後進地域 

にも先進地域にも共通する理念であり，経済発だけ 

でなく，社会開発をも'合んだ広机な社会福祉の向上を 

理念とするものである。

著者はこの理念を説くに際して，たとえぱ成長の見 

込みのない産業を保護して地域住民の貧困を防ぐごと 

き方策を批判し，これを貧困の温存とよぶ，また国家 

保護に甘えて自力開発の能力を欠くごとき温室主義を’ 
批判しとれを浪費とみなしている。これらの批判は， 

日本の地域開発政策にみられる利権や総花主義などの 

脾害をよくわきまえてなされた発言と思われる。 .

m 3 まは，都市化の過程における地域格差の問題を 

とりあげる。地域格差の発生と存続は，完全な自rJ3競 

争の存在しない市場経济圏内で不可避的である。著者 

は格差の1 つの指標を所得水準の格差としてとらえ， 

これに関する文献と測定方法を紹介している。昭和30 

外:代の前半には地域格差の拡大がみとめられたが， 30 

年{<̂ の後半にはむしろ格差の縮小傾向があると諭! Eし 
ている。

格差の存在の理論としては，後進国開をの理論とし

て著名なヌルクセ，ノ、一シュマン， ル ダ ー ル 等の

理論を参照している。

地域格差縮小の要因として著者が指摘するものは， 

人口移動，財政金融政策による後進地域開発，米価支 

持制度を指摘している。箸者の立場からすれば，成-長 

過程において格差の発生は不可避で、あるとみるが，そ

の是正は，成長の抑制によらず，むしろ成長の果実た 

る所得の上界に冉分配政策を加味したものでなけれぱ 

ならないのである。著者は別の章で巾醒都市育成論と 

地域特化論をもって格差の問題にたいする1 つの答え 

を用意している。

第 4 章は，都市集中論を扱う。都市集中は過密と過 

棘の問題を起こす。過密といい，過練といい，あるい 

れものに対する中味の過大または過小であり，不経済, 

摩擦，不能率を生んでいる事熊をいうが，絶対的な鋭 

準が存在するめではない，著者は都市化をもって工業 

化の利益に沿うものとみ，なす立場から，過密について 

も過練についても，都市化の抑制という政策的立場を 

とらない。過密にたいしては，受益きか原因者かの 

担による胖ぎ防除政策をとき，過棘にたいしては，拠 

点都市形成論をとき，過練山村の温存に反対する。

著者は中堅都市のま成に熱心でる。それは大都市 

の形成から生ずる逆流効果に堪えるもので，都市猪:そ 

の利益（外部経済の利益* 分菜の利益，規模の利益，社会资 

本の効率）を享受するに足るものでなくてはな:らない。 

著者は中堅都市論を日本の実状に照して檢討して，そ 

の育成可能論を展開している。それは過密と過棘の-弊 

をのぞき，格差の偷小に貢献するものと考えられてい 

ろようである。 .

第 5 室の地域間交流論は,交通問題一般をとりあつ 

かっている力;，とくに地域開発における意義として論 

じているのは,’交通機関のもつ波及効衆と逆流効果に 

ついてであって，日本の地域開発におけるその意義を 

とくに至っていない。

第 6章は , 地域開発の戦略と題して，長期的な視野 

から成長産業を求め，併せて公共的性質を備えたliN発 

投資をすべきことを提言■している。著者が重耍祝する 

開発戦略は，将来にむかって, 社会政策的保護におち 

いろことのないような，自力成;Kの可能な開発投资に 

ある。著者は公共投資の意義をこのように説明すると 

ともに，人間投資論を併せて論じている。とれは地城 

I3H発戦略とは無関係のごとぐであるだ、、著者の持論た 

る自力開発論の趣旨を敷衍すれば，人間への投資は，

人問それ自体の創造性を養うものとして物的な設備や 

技術への投資よりも责重なものとされ，開発に不可欠 

な要素なのである。

第 7 制よ閲発における産業の冉編成として，燈業， 

中小企業，観光産業をとりあげている。総合的開発の 

JIL地をとる著者は，在来の農業保護主義をとらず，中 

小企業の温蒋政策にも贊成せず,むしろ農業経営の近

代化や，中小企菜の特化政策も主張し，生産性の向上 

にこそこれらの産業の；T?続の意義を求めている。観光 

産業については，後進地域の多くがこの種の事業の開 

発に力を入れて、る傾向を述べ，同時にそれの波及効 

果や前後速繁効来の大きいことを指摘して，地域開発 

の 1 つの手段たる意義を認め:Cいる。

第 8 章は，最後の結論に当る部分であるが，著者の 

注意は，経済開発に力を注いで，とかくおくれがちに 

なる社会開発の重要性を力説し，日本の福祉国家への 

成長を未来学的諭誕によって期待している。

本論文の特長は* 冒頭に指摘したごとく，箸者のも 

つ自由主義的価値観を終始一貫して開発の問題を諭じ 

ていること，地域開発の政策という立場から工業化ニ 

都市化として構造変化の現象を把握していること，開 

発にほ 1速する多様の問題を統一的な視点から観察し， 

整理していること，これに加えて，綿密な統計的分析 

の利用，後進国開発理論の適用，多数の文献の参照な 

ど，説得力のある説明がなされている。

しかし他方において，問題を観察する立場が総合的 

な社会Iffi発に力点を置いており，診断の論拠が綿密さ 

を欠く場合，概念の規定が不十分でつかみがたく , 問 

題の一面をとらえても，他の面をのがすという欠陥の 

あることも指摘しなければならない。

これらは著者に残された今後の課題でもるとはいえ， 

本論文に展開された地域開発の実践的政策論の成果は 

高く評価されるものであり，著者がこの著述に先立っ 

てすでに公刊した著作ならびに多数の論文にみられる 

学識とともに，著者が経済学博士の学位を授与される 

にふさわしいものと認めるものである。

論文審ま担当者主查気賀爐三 

副 查 寺 尾 塚 磨  

副 查 安 川 正 彬

安沢秀ー君学位授与報告

報 告 番 号 乙 第 56 3号 

学位の糖類経济学博士 

授与の年月日昭和46年 3 月19日

学位論文題あ「近世村落形成の基礎構造------南武多

摩丘陵地帯を素村として—— J

内 容 の 要 旨

「近世村落形成の基藤構造—— 南武多殷ボI：陵 

地帯を素材として—— J 論文要旨

安^)^秀ー

本論文は，前編を商武多廣丘陵村落の生活構造，後 

編を近世村落形成の基礎構-造と题して2 部に分け，補 

論として明治3 年における農村の動向に関する分析を 

加える構成をとった。 ’

本論文におも、て考察の素材とした近世史科は武蔵国 

多摩郡のうち，南西部に位置する多摩丘陵の村々の名 

主文書であり，時期的には17世紀 • 18世紀に厲するも 

のを主とし，時として19世紀前半にまで及んだ場合も 

ぁる。

前編では南武多摩i t 陵の村々において，盤業生産を. 
基軸として展開する村落生活の諸条件を解明すること 

につとめ，地域の性格を検出しようとした。

第 1 劇 も 耕 地 ，水利 . 作物と農法の3 局面から農 

業生産の行なわれる基盤を考察したものである。第 2 
享においては，対象地域における領主交配のあり方と 

年貢賦課の様相を考察し，とくに畑方永納制における 

負担の名目と実質の差の著しいことを明らかにした。

第 3 享では，近世村落における構成員の存狂形爐と桃 

成員が取結び，かつ構成員を拘束する兆向体規制の様 

相を# 察した。第 4 章では，近世中期以降における村 

落の変化を，とくに農民の日常生活の側面から把えよ 

うとした。第 5 章は，標本的事例という制約はるに 

しても，個別経営の内部経済を分折し多丘陵地帯 

における農業生産の担い手の経営構造を明らかにしよ 

うとした。第 5 章は対象地域の概観を意図した前編の 

集約的ま現として位置づけられている.

後編では，まず個別村落を素材とし，綿密な実証分 

析を行なった。そこでは新開と入全，年貢め賦課収納, 
年貢鱼担者の存在形態という3 つの分析祝 *̂'』から，近 

世村落形成の諸条件とその機能を検出しようとした。

88(52 め 89(529)
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第 6 章から第10享にかけて，その作業を行なっている。

さらに1?世紀後半およぴ18世紀前半における農業経 

常の分裂• 増加を取上げ，とくに経営の分割に際して 

行なわれる耕地配分の史料によって，具体的な経過を 

跡づけるととにつとめ，村落構造変化を考察しようと 

した。との試みは，比較的史料の少ない17世紀前半に 

おける近世的小i i 民形成の過程に対して，解明の緒-ロ 

を与ぇょ5 とするものであり，近世村落形成への小農 

民のかかわり方を考えようとするものである。第11章 

および第12章がこれに充てられている。

補論においては，第13享の人口構造，第14-さの農業 

外生業と：t 地所有構造という分析祝角をおいて，多摩 

丘陵地賊村落の歴史的帰結の時点であり，かつ明治期 

村落への出発点となる時点での概観的考察を行なって 

いる。本書の主題から外れる嫌いはもるが，前編の考 

察に照Jtfeさせようとしたのである。

前後編を通して解明しようとしたのは， r近世村落J 

の形成がどのような諸要素• 諸条件，譜局面から構成 

されるものなのかということであった。本論文は近世 

村落形成という主題について，形成の主体的条件とし 

X の農民の存在般態と,農民が働きかける対象諸条件 

• 諸要率との結びづき方という観点を根底に据えつつ, 

生活諸相の分析から，近世村落形成の諸要素を検ほし 

また検出した諸要素の機能を明らかにすることによっ 

て，構造形成の有機的連関を把えるという方法をとっ 

たのである。

右に述べた課題と方法をとろうとしたのは，かつて 

太闇梭地論争と呼ばれていた間題提起力りS  く学会をと 

らえた際に，とくに安良城盛昭氏の論点に村落共同体 

の問題が欠け，また石高制をいわゆる-封建地代の現物 

形態段階であるとする論証が十分に説得的でないよう 

に，筆者に受取れたことに端を発している/

そして，太閣检地論争に参加するためではなく，む 

しろ近世史料の存在形態に対して，より基礎的な史料 

批判的作業を行なおうぶした。近世農民社会における 

経済的諸問題を考察する際，われわれは多くの場合， 

いわゆる名主文書（庄操文掛）を史料として利用する。

名生文書は庶民資料ともよぱれているが，名主_の手で 

作成される史料力*、どれはど，庶民の経済生活を忠実に 

反映し得ているのかという問遊が残されているように 

思えたのでibる。

名主文書といえども，近世傲生の支配体系のなかで 

作成されているのであるから，この支配体系における 

：̂{；|4れャ成の位礎を考谢することなしに，史料にま現さ

れていろ車柄を直ちに経済的現実と見なすわけには、、 

力、ない银である，

このことはまた「近世村落J の近世社会全体セの位 

置づけにもかかわっている問題である。

上に述べた問題を解明するための作業仮説として， 

筆者は「行政村落J と r生活村落J という2 つの分析 

祝角を設定した. [行政村黎J とは近世領主と農民と 

いう縦の関係，すなわち支配関係を把える概念であり， 

<■生活村藩J とは生活の場を同じくする落居住者め 

横の関係，すなわち直接生産者相互の関係を把える概 

念でもる，こうした概念を設定することによって,塞 

者は近世的経済我ホがごの縦と横との商面で農民の生 

活を如何に規定したのかを探ろうとしたのである。

共同体的関係は個別経営を把える範囲の広さと深さ 

によって，さまざまなレヴェルで蒋在している*われ 

われは領主と廣民の関係する場としてr行政村落J を 

想定したのであるが， r行政村落J を縦軸として把え 

るとすれば，これと交錯する農民相互間の横の開係と 

しての共同体のレヴ-ルは農民の生活の場としての 

「生活村落」という水準で求めねばならない。たとえ 

現実と-乖離している場合があっても， r生活村落J を 

措定することによって,’ 「近世村落J を共同体的関係 

分析の枠組となし得るのである。

さて，市場関係のもつ経済的機能は共同体関係のも 

つ社会的機能と逆の関係にある，近世領主が年貢賦課 

収納の基準とした「石高J 制は，市場関係の経済的機 

能を前提としていた。 f■行政村落J 機能のうちにある 

市場経済への関係の仕方がr生活村落J 機能に何を与 

えているのか，「行政村落j と 「生活村落J との交錯 

は 「近世村落」形成の構造的連関にどのような有機的 

結合の仕方をもたらして、るのか，という問題設定が 

本論文の構成上，各章の分析視角の根底にf cるので 

る。社会的構能と経済的機能の逆作用に規定されつつ， 

存在する近世村落カ珊成されるための諸関係‘諸耍素 

の構造的速関を解明しようとしたのである，

論文賺査の要旨

本論文は，主として江戸時代前半の，武蔵国多摩部 

商部を対象とし瑰地に残る村方文書を用いて行なっ 

た近世村落の成立. 狭序，*效貌に関する研究である， 

前編では，この地域全体に直る考察が行なわれ，後編 

では，特に丧質の史料を有する同ミボ速光寺村に焦メミを 

当てて分析が行なわれている。以下，章を迪い廣Iffを 

示そう„

90 (<95の
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序論近世村落の機能分析後で述べるような著者地所お構造は，江戸時代の倚結:ともいうべきこの地の'

の分析視角が述べられていろ。

前編南教多]■參丘陵村落の生活構造 

第 1 章南武多摩应:陵村落の農業条件 

耕地の構成，田畑比卑，水利条件，作物種類と農法 

といったそれぞれの肩面から，農業生まの行なわれる 

驻盤が考察されている。

第 2 章領主ぎ配の形態と年貢賦課の様相対象とな 

る地域の領主支配のあり方，年貢賦課の状況が考察さ 

れている。幕府直轄地と旗本知行地の混在，相 給 （一 

けに複数の領主力’，、存在する支配形態)から来る領主支配の 

分断性，畑方永納における年貢資担め名目と実質の 

差 （突質の方が低いこと）を指摘する*

第 3 章村落社会の構造とその機能 

近世村落構成員の存在形態と，構成員相互間で取結 

ばれ，拘束し合う共同体としての諸规制についての諸 

規制について論じられている，

第 4 章近世村落の变貌

近世中期以降のま化を特に農民の日常生活面------貨
幣との接触を通じて現れてくる諸問題一一から把えよ 

うとしている。

第 5 章幕末期農業経営の収支計算例 

経営の事例を， 1 つのモデル的な史料を紹介しつつ 

明らかにしようとした。

後 編 近 世 村 落 形 成 の 基 礎 構 造 ：

第 6 章領主支配と近世村落，第 7 章近世前期の 

新開と入会野，第 8 章入会地分割における領主と村 

と百姓, ，第 9 章」 年貢の賦課収納と近世村落，第10さ 

筋氣'負担者と近世村落

以上の各章を通じて， 1 つの村（速光寺村）の史料を 

駆使し，新開と入会，年貢の収納賦課，年貫鱼担者の 

有-在形態という3 つの視角から，近世村落形成期の諸 

条件と機能を綿密に梭出しようとしたものである。初 

期においては，多数の諫厲労働力を擁し中世性格を 

強く残していたこの地の農民家族が，新I邵H発を進め 

ながら立し近世本百姓を形成して行く過程が実証 

的に分析されてい'。

律11章農業経営 ;^継の諸形態，第12トぎ農業経営 

分の経済的条件

ここでは，他縁家族の分家という形態を通じて突現 

する小農自立の過殺を,分家に你う土地の分与経営 

立の条件から眺めたものである。’
なお，補 論 明 洽 3 ギにおける-ポ武廣村の勁向，第 

13車 IJU治 3 ギの人口稱造，KU4章農榮外生業と土
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明治3 ィP戸籍の分祈でる。

さて，全編を通じて箸者が解明しようとしたのは， 

近世村落の形成が，いかなる要素から成り，それがい 

かなる条件の下に，いかなる局面をもって構成されて 

いたかという点に存在している。その場合，具体的に 

は主体としての農民の經済的生活形態と，廣民がf動き 

かける対象の諸条件，および領主支配との関連を追ラた 

することが主題となって全編を流れる庇流を形造って 

いる。

箸者は史実を整理して行く上での予備概含として近 

世村落を r行政村落J と r生活村落」という2 つのサ 

イドに分け，究極的には，この両者の相冗関連の內にン 

近世村霧形成の主要なモメントを見出している。この 

場 合 政 村 落 J とは，頼主一廣民間の縦の関係から 

設定される村落であり，経済史的には，年貢諸役の賦 

課収納を主軸としその経済的実現量を最大ならしめ 

んとする領主の諸政策と，最少ならしめんとする農民 

の対抗を副軸として構成されている。一*方「生活村落J 

は，農業生活を維持して行く上で，現実的に必耍とな 

る 1 つの共同生活体, すなわち，村落構成者の横の結 

合を意味する概念でちる。そして，近世の村落構成者 

は，その小経営をg 立させ得る条件として， 1 つの共 

同体の成員どなり，相互に補完し合わねばならぬ性格 

を持っていたことを，入会地の利用，水利といった具 

体面でとらえている。この場合, 著者は，小経営の生 

鹿力の水準，自給部分と亦自給部分の比率，労働力の 

供給の形態と労働用具の組み合わせ，士地保有，とい 

った生産面での観察を行なうのと同時に，生/蜜された 

物財が， 、がに自家消費部分と，経営外搬出分(ギ贯諧 

役とホ場への販W分を含む）に分割されるかという生産 

物の勉理面の観察を併せ行なっていることが注目され 

よぅ。

この最後の間題，すなわち，江戸時代の農民を考え 

る場合，最も重耍な市場との接触に関して, 著者は， 

全面的依存とは程遠'/、ものであったことを論証して、 

る。 したがって個々の経営の自立は，市場関坪の成立 

を通じて行なわれるま立ではなく '，小経営相互間の社 

会的結合関係を色濃く残すものであっすこ。 t たがって 

近世農民の農業経営はr生活村落J という場を離れて 

はf cり得ず，経済外的関係にま:えられる初めて自立し 

うるものであ•つたとしている,。

道要な指摘は，この「行政村落」と •■生活村密J の' 

複仓関係で，これは，年貢賦課の形態が，すべて「村



ものとは思われず，逆に，今後における著者の進むベ 

き方向を示したものと受けと！？うるものである。 .

以上を綜合して本論文は，近世前期の村落形成の研 

究として学界において十分の評価を受けうるものであ 

るを疑わな1/、。よっそ経済学博士の学位授与に充分値 

するものと認められる，
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「投資分析の基礎的構造」論文要旨

伏 見 多 - 雄

こめ諭文は，投資決定のためのH，算構造について， 

個別経済主体の観点から，経済甚礎諭的な考察を行な 

ったものである。論文の構成は，序章と本論8 章とか 

ら球;る。

序章 (怖単な展望と問題の例示）では，いくつかの例を 

あげながら問題点が指摘され，本研究の主なねらいが 

明らかにされている。

第 1 章 （資本と所得をめぐる基礎概念）では，資本と所 

得 （利益）の測定に関わる基礎的な考慮11?項が整理さ 

れ，資本の蓄積と分配との関係，測定尺度としての購 

買力,取引流列や正味資金流列の概念などが検討され 

る。

第 2 享 （投資プロジェクトの性格）では， 「プロジェク 

トJ がリストされる論31的プロセスが梭討され，正味 

額流列や資本の利率の概念，プロジクトの相S 開係 

などが吟味される。

第 3 章 （ニ時ぶ塑の役资決51̂ 原® では，資本源聚と資 

本コストの内容について検討されたb ち, 選択問)®の 

タイプの違いが•算構造の上にどのように反映される 

かということが明確にされる。そして，後半では「役： 

資効率J を指標にする方法について，各タイプごとに 

適用原理カ聯論される。

請年制度を通して行なわれるものであり，その場 

合，領あによって位として掘まれた村が，本来の形 

としてはこの生活村落であることからくる。したがっ 

て，村役人は，双方に跨る特殊な性格を持つこととな 

るのである，という点に見出される。

近世農村史の班^̂1̂分野は，戦後，太闇検地論#,寄 

生地主制論争との係りもあり，はなぱなしく論議され 

. たこともあった。著者は，そういった論争を通じて提 

起されてきた問題に，十分の閲心を払いつつも，決し 

てその满に卷きこまれることなく，逆に諭#の過程で 

ドロップして行った重要な問題，すなわち近世，民の 

現美の生活面の分析，特に前期における経済生活而の 

分析を軸に捉えている。関係史料の収集•整理は十分 

行なわれており，その分析は信頼するに足るものと認 

めてよい。

また， 1 つのかなりの範fflに互る地域史的な研究と， 

特定の村を突込んで分折する方法がうまく組み合わさ 

れ，研究成振の意味を高からしめている。用いられて 

I 、る史料の大部分は，嚴ギに直る著者自身の探訪によ 

るものであり, 旧大な良質の史料群を1 つ 1 つ周到な 

配慮の下に批刺を加え，個々の史料の持つそれぞれの 

限界を十分に考慮しつつ操作を行ない，豊富にして価 

値の高い史実をいくつか見出している。 、

さらに，r行政村？客J .と *■生活村落J という概念の 

設定による整理は，村黎史研究が，領主支配の側面ん， 

農民生活の侧面かの、ずれかにぽきがちであるのを防 

ぐとともに，両者の統一的理解という新し、視角を設 

定した積極的意味を評価すベきであろう。

ネ論文に対する若干の批判を記すならぱ，まず全体 

として論文構成が冗漫に失し，重複の假所も散見され 

る。 1 つの論文としては，今少しコンパクトにまとめ 

得たのではないかと者えられる。また，前編の4 , 5 

3 ^ , および補編は，全体とのつながりが弱く，なくも 

力';なの感がしないでもない。近世後期の村落について， 

前期と同様の評細な分析がなされていたならぱ，これ 

らの諸章はその地を十分得たであろうと思われる。ま 

た，「生活村落」而における分析を，経済メ上活に殷点 

を合わせてさらに進め，良民の持つ生産技術へ一照立 

入った検討を加え（たとえぱま部Tf有の階旧別描移，それ 

と新lifjの条仲やM タとのI义1述を明らかにすること等を通じ 

て)，耕地拡大を中心とする生産量増大の限界と共同 

体的说制9 厳化という所説を裏付ける努力が望ましか 
ったので'はるまいか。

しかしこれらの批判は，本論文にとって致命的な
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第 4 章 （多時点型の選択原理〉では，多時点で資金の 

流れが生じるという一般的な問題について，基本的な 

評算構造と各®!計算要素の経済的な内容，最適解の経 

济上の意味，などが味されている。

第 5 章 （設備投資タイプの選択基準）では，前半でいわ 

ゆる時問換算の根拠を明確にした上で，逃択の諸原理 

が整理され，後半では投資効率を指標にする選択法に 

ついてj その役立ちと服界とがくわしく吟味される。

第 6 享 （経済寿命と取舉a論）では，設備評画（キャパ 

シティ一のn 画）の経资的な意味が整理されたのち，ま 

ず単純反復性の取替問題を仮定して基本的な計算構造 

を明らかにし，そのあと，いわゆる技術的な進歩があ 

る場合の一般的モデルについて検討されている。’
第 7 章 （法人税制と投資分析）では，課税の種類や実 

効税ギの考え方，企業会計と経済計算との測定原理の 

相違が吟味されたのち，設備投資分析に税制の効果を 

おりこむ場合の計算原理が詳論されている。

第 8 章 （货幣価値の変動と投資分析）では,貨幣価値変 

動の測定原理が整理されたのち，問題のタイプに応じ 

て実質価値による経済性指標を求める方法が明らかに 

されている。 '

' , 論文審査の要旨

1. 耍 旨

伏見多美雄氏の論文の意図は，投資決定のための計 

算桃造と，計算の基礎をなしている諸概念との接合， 

ということにる。その理由は，投資決定にあたり， 

種々の評価法が生張されて，多くの論争を惹起した。 

しかしそれにも拘らず，主張のままで存在しその 

問の関係は完全に解決したわけではない。

伏見氏はその理由を，諸概念（主張の板拠となってい 

る）についての一政した適用を欠くことに鬼出してい 

る。そのために，第 1 部において，諸概念の再構成を 

行なっている。

諸概念の関係の明確化もその分野の論理的発展のた 

めには，大きな貢献となりうる。しかし概金それ自 

纷は，論理的展開がなけれぱ，盤理されたとしても， 

分類又は類別のみに終ることになり，意味をもたない。 

そこで第2 部において，これら盤理された諸概念を用 

いて，左として最適プロジ*グトの組み合せを選択す 

る力法を，線型計画の思想の下に考察する。

勿論，投資分析であるから，個別企業の観点にたつ 

ために，理論とその;fi;用, 冗にまた11論の袖象fekの故 

に，現実適用上の不足部分を袖う，という实践性にも

着;を払っている。それが第3 部にお、て収り扱われ， 

現価法，終価法•年価法の有効な領城をそれぞれにつ 

いて明らかにしている。更に，投資効率の評価につい 

て古典的な利蹈り法についての批判を加え，実用旧で 

よく問題となる，スクラップ. アンド，ビルドについ 

ての方法M A P  I を投資機会の最適選択という点から 

評価している。

第 4 部では実践上の問題のために若干のトピック 

を取极い，これを補足としている。

2. 批 判

1 . 第 1 部では，第 2 部での展開のために，諸概念 

の定義を行なっている*
定義さえしておけぱ* どんな言葉を用いても一向に 

さしつかえない。だが，表現は情報の手段である。兆 

通の意味を，ある学会で確立しているナよには，それ 

を用いる方が理解を容易にするだろう。全く新しい意 

味内容を持つ場合には，新しい用語を使用することは 

さしつかえがない。伏見氏は概念整理をするのに，い 

ろいろな言葉を用いられている。例えぱ報収でreturn 

を，..収益でrevenueを当てられている。脚注によると*■ 
J I S の 「O R 用語J の例にあるそうであるが，経济 

学の領域ではすでに，収益*収入とそれぞれ確立した 

言葉かある。これらは氏の論文を非常にまみづらくし 

ている，勿論経済学では，会計学上の収益計算（例え 

'ぱ，EATBI&Lと力、，EBTDI&L) というような細別はし 

ていないが，それは一般概念としてであり，更めて， 

こまかくきめれば十分に役立つものである◊ しかし 

第 2 部で原開するような，最適投資の組みを問題にす 

るような場合^プロジクト相互の関係を明らかにす 

る必要がある。そのために，独立と挑-反とから，氏の 

2 ，5 ♦ 1 のプロジクト相 ;5：の関係の明確化は極め 

て有効な概念構成であろう。

ただ私の誤解かも知れないが，氏のような構成をす 

れぱ，すなわち，プロジ; クト力’、すべて，小プロジェ 

クトのぺクトルのような表示をすれば，それらが挑反 

のプロジCCクト* ペアにならないだろう力、，というこ 

とである。ちょうど氏が52Kの脚注(9)でちげた例のよ 

うに。

2 . 第 2 部は，氏の論理的原開として，最も力を注 

いだ点であろう。この論文の主要部分を構成している》

ここでは，H, MARTIN WEINGARTNER： Mathe- 

matical Prograniming and the Analysis of Capital 

BUDGETING, 1963の手法に* 脚し，その発展をここ 

ろみておられる。とくに，全体を終伽法によって，そ
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